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手数料徴収体制への移行にあたっての論点（案） 
 

手数料徴収体制への移行にあたり、実証試験要領と実証運営機関の選定については、第

２回ワーキンググループ会合の議論を踏まえ、以下のとおりとする。 

 

１．実証試験要領について →資料７及び８ 

実証試験要領（手数料徴収体制版）においては、手数料の徴収や手数料項目に関する

規定が必要である。 

本技術分野では、湖沼等水質浄化技術分野での実績を活用し、実証試験要領を策定す

る。 

 

 

２．実証運営機関の選定に関する論点 →資料９ 

実証運営機関の選定にあたっての観点のうち、技術的能力については以下のとおり整

理する。 

 

・担当技術分野に関する十分な実績を持つ人員を有していることとは・・・ 

海域の環境保全、再生技術に関する専門的応用能力を必要とする事項についての計

画、研究、設計、分析、評価又はこれらに関する指導に係る十分な業務経験を持つ

者を有すること 

 

・担当技術分野に関する知見を有する十分な人員を有していることとは・・・ 

修士以上（建設、衛生、水産、環境等海域環境に関するものに限る。）又は技術士補

以上（建設（河川、砂防及び海岸・海洋あるいは港湾及び空港）、衛生工学部門（水

質管理）、水産部門（水産土木あるいは水産水域環境）又は環境部門に限る。）、もし

くは海域の環境保全、再生技術に関する業務経験を有する者を十分に有すること 

 

閉海 WG3

資料６
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国負担体制と手数料徴収体制における実施体制 
 

 ①国負担体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②手数料徴収体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※朱文字が変更箇所 
 

・事業全体のマネジメント
・実施要領の策定
・実証対象技術分野の選定
・分野別の事業の運営
・実証試験要領の策定
・実証機関の選定
・実証試験結果報告書等の承認
・ホームページによる試験結果
報告書等の公表

・ロゴマーク及び実証番号の
交付

環境省

・実証試験方法の技術開発

実証試験方法開発機関

・事業実施に関する
事項の検討・助言

環境技術実証
事業検討会

・分野毎の技術実証に
関する事項の検討・助言

・事業検討会の補佐

分野別ワーキング
グループ（WG）

・対象技術の公募・選定
・実証試験計画の策定
・実証試験の実施
・実証試験結果報告書の作成

・実証試験の一部を委託実施

実証機関
（地方自治体、複数設置可能）

・実証事業の実施に関する
事項の検討・助言

技術実証委員会 ・実証機関への申請
（実証試験要領にもとづく実証
書記入と必要書類添付）

・ロゴマークの使用

実証申請者
（開発者・販売店等）

実証試験の外部委託先

・事業全体のマネジメント
・実施要領の策定
・実証対象技術分野の選定
・実証運営機関の選定
・分野別の事業の助言
・実証試験結果報告書等の承認
・ホームページによる試験結果
報告書等の公表

・ロゴマーク及び実証番号の
交付

環境省

・実証試験方法の技術開発

実証試験方法開発機関

・事業実施に関する
事項の検討・助言

環境技術実証
事業検討会

・分野毎の技術実証に
関する事項の検討・助言

・事業検討会の補佐

分野別ワーキング
グループ（WG）

・実証手数料の詳細額の策定
・対象技術の公募・選定
・実証試験計画の策定
・実証試験の実施
・実証試験結果報告書の作成

・実証試験の一部を委託実施

実証機関
（地方自治体、複数設置可能）

・実証事業の実施に関する
事項の検討・助言

技術実証委員会
・実証試験要領の作成
・実証機関の選定
・実証機関への実証試験の委託
・実証手数料の項目の設定
・対象技術の承認
・実証手数料の徴収

実証運営機関
（当該分野毎に１機関）

実証試験の外部委託先

・実証機関への申請
（実証試験要領にもとづく実証
書記入と必要書類添付）
・実証手数料の納付
・ロゴマークの使用

実証申請者
（開発者・販売店等）
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平成 20 年度閉鎖性海域ＷＧにおけるご指摘への対応方針 
 

会議名 第２回 閉鎖性海域ＷＧ会合 

日 時 平成 20 年 10 月８日（木） 15：00～16：30 
 

指摘番号 閉海 WG2 資料５① 

指 摘 者 松田検討員 

指摘内容 

 

・資料３頁の「十分な実績を持つ人員を有していること」と「知見を有す

る十分な人員を有していること」という２つの観点がアンド条件である

のならば、「海域の環境保全、再生技術に関する業務経験を持つ者」を

重複させる必要はない。 

 

対応方針 

 

環境省 

・両者はアンド条件であるが、前者は実績としての業務経験を評価し、後

者は何らかの知見を有する人数を評価することを想定しているため、評

価項目としては重複させる必要がある。意図が明確となるよう、表現を

再検討する。（当日回答済） 
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平成 20 年度閉鎖性海域ＷＧにおけるご指摘への対応方針 
 

会議名 第２回 閉鎖性海域ＷＧ会合 

日 時 平成 20 年 10 月８日（木） 15：00～16：30 
 

指摘番号 閉海 WG2 資料５② 

指 摘 者 松田検討員 

指摘内容 

 

・資料３頁の「知見」については博士や技術士も該当するのではないか。

 

対応方針 

 

環境省 

・ご指摘のとおり、該当すると考えており、表現を再検討する。（当日回

答済） 

 
 


